
「横浜市大規模小売店舗立地法運用基準」の一部改正について（概要） 
  
１ 改正の趣旨 

横浜市では、大規模小売店舗立地法（平成 10年法律第 91号）の運用に関し、地域特性と出
店地の実情に応じた適切な配慮を大規模小売店舗に求めるため、横浜市大規模小売店舗立地法
運用要綱（平成 12年 3月 28日制定）第３条の規定により「横浜市大規模小売店舗立地法運用
基準」を定めています。この運用基準について、市内の大規模小売店舗の現状を踏まえ、合理
的で適正な基準値や配慮内容とするため、基準の一部を改正します。 

 
２ 改正の概要 
（１）駐車場の必要台数及び位置 

ア 市内の大規模小売店舗における地区ごとの駐車需要の実態を踏まえ、合理的で適正な値
とするため必要駐車台数の基準値を見直し引下げるとともに、これまでの横浜市独自の計
算式による運用を基準の複雑さを解消するため、経済産業省が定めた指針を基本とした計
算式に改正します。 

イ 必要駐車台数の妥当性を確認するため、既存の類似店舗の実績等に基づく検証を求める
規定を追加します。 

ウ 地区特性に応じた柔軟な対応を可能にし、特性を踏まえた配慮を求めていくため、個別
協議ができる事項を改正します。 

（２）その他 
   文言の整理を行います。 
 
３ その他 
（１）「横浜市大規模小売店舗立地法運用基準」の具体的な改正案につきましては、別紙新旧対照

表をご参照ください。 
（２）この改正案については、確定したものではありません。意見公募等の結果によって、修正

や見直しを行う場合があります。 
以上 


